
 
Times PAY 加盟店規約（電子マネー決済） 

 
加盟店は、パーク２４株式会社（以下「当社」といいます）が提供する、Times PAY を利用した電子マネー

決済の利用については、「Times PAY 加盟店規約（電子マネー決済）」（以下「本規約」といいます）および

当社が別途定める取扱細則（以下「細則」といいます）に従うものとします。 
 
 
第１条（用語の定義） 
本規約における各用語の定義は、別途定義されない限り以下のとおりとします。 
（１）Times PAY 

加盟店が共通のインターフェースを用いて当社が提供する複数の決済サービスを組み合わせて利用

することができるサービスをいいます。 
（２）電子マネー決済 

顧客（本条第７号にて定義されます）が加盟店より、商品（本条第６号にて定義されます）を購入し

または提供を受けた際に、ネットワーク、端末等を媒介することにより、金銭等に代えて電子マネー

（本条第８号にて定義されます）を決済端末（本条第１５号にて定義されます）に移転し、商品の代金

を支払う取引をいいます。 
（３）本決済サービス 

Times PAY を利用した電子マネー決済をいいます。 
（４）本契約 

第４条に基づき当社と加盟店との間で成立した本決済サービスの利用契約をいいます。 
（５）加盟店 

本決済サービスの利用について当社との間で本契約を締結した法人または個人をいいます。 
（６）商品 

加盟店が顧客に対し販売または提供する物品、ソフトウェア、サービス、デジタルコンテンツおよび

権利等をいいます。 
（７）顧客 

加盟店から商品を購入しまたは商品の提供を受ける法人または個人をいいます。 
（８）電子マネー 

決済サービス提供会社等が IC カード等に記録される金額に相当する対価を得て、決済サービス提供会

社等の定める方法で IC カード等に記録した金銭的価値をいいます。 
（９）電子マネー加盟店契約 

決済サービス提供会社等と当社との間で締結する加盟店契約をいます。 
（１０）電子マネー発行者 

顧客に対し、電子マネーを発行する者をいいます。 



（１１）決済サービス提供会社等 
   電子マネー発行者および電子マネー発行者が現在又は将来において提携する会社をいいます。 
（１２）IC カード等 

顧客が電子マネーを記録・利用するための、IC チップを内蔵する電子マネー発行者のサービスマーク

の付されたカード等の情報記録媒体をいいます。 
（１３）チャージ 

電子マネー発行者の定める方法で IC カード等に 電子マネーを積み増しすることをいいます。 
（１４）移転 

ネットワーク、決済端末（本条第１５号にて定義されます）等を媒介することにより、IC カード等に

記録されている一定額の電子マネーを引去り、決済サービス提供会社等および当社の電子計算機、IC
カード等または決済端末に同額の電子マネーが積み増しされることをいいます。 

（１５）決済端末 
本決済サービスにあたり当社または決済サービス提供会社等が加盟店に譲渡または貸与した電子マ

ネー決済にかかる端末をいいます。 
（１６）偽造 

電子マネー発行者の承認を受けずに複製等により、電子マネーと同様または類似の機能を持つ電子的

情報を作出することをいいます。 
（１７）変造 

電子マネー発行者の承認を受けずに電子マネーに変更を加え、元の電子マネーと内容が異なり、かつ

電子マネーと同様または類似の機能を有する電子的情報を作出することをいいます。 
（１８）提携手数料 

本契約に基づき加盟店が電子マネー決済を利用するにあたり、決済サービス提供会社等および当社に

対して支払う手数料をいいます。 
 
第２条（包括代理権） 
１．加盟店は、以下の各号につき当社に包括代理権を付与するものとします。 
（１）決済サービス提供会社等への加盟店の申請 
（２）決済サービス提供会社等への加盟店に関する届出 
（３）決済サービス提供会社等への売上請求確定（売上データの作成、電子マネー取引清算金請求手続等）

に関する業務 
（４）決済サービス提供会社等との間の電子マネー取引清算金の受領および提携手数料の支払に関する業務 
（５）電子マネー取引清算金の支払いの取消等による決済代金の返還に関する業務 
（６）決済サービス提供会社等から加盟店に対する通知等の受領 
（７）その他、当社および加盟店が合意し、決済サービス提供会社等が承認した業務 
 
 



第３条（求償） 
加盟店は、加盟店が本契約に基づき決済サービス提供会社等に対して負う義務について、当社が加盟店に代

わり決済サービス提供会社等に履行した場合には、直ちに求償に応じその他必要な措置を講じるものとしま

す。 
 
第４条（本契約の成立） 
１．加盟店になろうとする者（以下「申込者」といいます）は、本規約の各条項に同意した上で当社所定の

方法で申込を行い、当社は加盟店として適当であると認めた申込者につき決済サービス提供会社等に対

して加盟店としての適否の審査を依頼するものとします。 
２．第１項の結果、当社および決済サービス提供会社等が加盟店として適当と認め、当社が当社所定の方法

により申込を承諾した日をもって、本契約ならびに申込者と決済サービス提供会社等間の加盟店契約が

成立したものとします。なお、本契約に基づく加盟店は、当社の「Times PAY 加盟店規約（クレジット

カード決済）」の各条項に同意した上で当社所定の方法で申込を行い、当社が「Times PAY 加盟店規約

（クレジットカード決済）」の加盟店として適当であると認めた者であることを条件としますが、加盟店

としての選定条件はこれに限られません。 
３．当社が申込者を加盟店として不適当と認めた場合には、当社は第１項の申込を拒否することができるも

のとします。当社は申込者にこの旨を連絡しますが、この場合、当社は拒否の理由を開示しないことと

します。なお、原則として、申込の際に提出を受けた申込書等の返却は行わないものとします。 
 
第５条（加盟店の責任） 
１．加盟店は、本規約および細則、ならびに決済サービス提供会社等が定める加盟店規約の各条項を承諾し、

これらを遵守するものとします。 
２．加盟店が、本決済サービスを利用した取引で、加盟店の責に帰すべき事由より当社または決済サービス

提供会社等に損害を与えた場合は、当社または決済サービス提供会社等が被った一切の損害を賠償する

責任を負うものとします。 
３．加盟店は、その責において、顧客に販売した商品については誠意をもってサービスにあたり、万全を期

するものとします。 
４．加盟店と顧客との本決済サービスを利用しない取引については、加盟店が一切の責任を負うものとしま

す。 
 
第６条（加盟店の届出等） 
１．加盟店は、本契約を申し込む際に、加盟店の名称、商号、代表者名、本店所在地、電話番号、商品の種

類および内容等、商品の販売、提供手法、電子マネー取引を行う店舗・施設、電子マネー取引清算金の

振込指定金融機関口座その他当社が求める事項（以下、これらの事項を併せて「届出情報」といいます）

を、あらかじめ当社が別途定める様式に従い書面またはこれに代わる電磁的方法により当社へ届け出て、

当社の承認を得るものとします。また、届出情報に変更が生じる場合は、前述の方法の他、電話による



変更の届け出を行うことができるものとします。 
２．前項の届出がないために、当社からの通知、報告その他の連絡、送付書類または決済代金が加盟店に延

着し、または到着しなかった場合には、通常到着すべき時に加盟店に到着し、あるいは弁済の提供がな

されたものとみなします。 
３．当社が第１項の変更内容を不適当であると判断したときは、当社は加盟店に対し、その是正を求めるこ

とができるものとし、加盟店がこれに従わないときは、加盟店との本契約を解除することができるもの

とします。 
 
第７条（電子マネー取引） 
１．加盟店が顧客から IC カード等の提示により電子マネー取引を求められた場合には、本契約に従い、正

当かつ適法に店舗等において電子マネー取引を行わせるものとします。 
２．明らかに模造もしくは破損と判断できる IC カード等が加盟店に提示された場合、または明らかに不正

使用と判断できる場合は、加盟店は、電子マネー取引を行わず、直ちにその事実を当社に連絡します。 
３．加盟店は、電子マネー発行者が顧客向けに定める電子マネー取扱規則（以下「電子マネー取扱規則」と

いいます。）の記載内容を承認し、これに従い顧客と電子マネー取引を行うものとします。 
４．電子マネー取引においては、顧客の IC カード等から決済端末に、商品の代金額に相当する電子マネー

の移転が完了した時点で、顧客の加盟店に対する代金債務が消滅するものとします。 
５．加盟店は、電子マネー取引を行うにあたって、決済端末による取引代金の入力、電子マネーの移転を行

い、このとき顧客に対し取引代金および電子マネーの残額の確認およびその承認を取得するものとしま

す。 
６．加盟店は、決済サービス提供会社等および当社が特に認めた場合を除き、１回の電子マネー取引を２枚

以上の IC カード等により行うことはできないものとします。なお、顧客の電子マネーの残高が取引代

金に満たない場合は、決済サービス提供会社等が特に認めた場合を除き、現金その他の支払い方法によ

り不足分の決済を行わせるものとします。 
７．加盟店は、電子マネー取引の売上として顧客の IC カード等から引去ることができる電子マネーは、当

該電子マネー取引において提供される商品等の代金額に相当する額（税金・送料等を含む）のみに限定

し（ただし、第７項後段による取引の場合に現金その他の支払い方法により決済した額を除きます）、現

金の立て替えおよび過去の売掛金の清算等を含めることはできないものとします。また、電子マネー取

引に際し、電子マネーのチャージと移転をみだりに複数回繰り返すこと等もできないものとし、加盟店

はその旨を承認します。 
８．加盟店は、決済サービス提供会社等、当社または加盟店のシステムの障害時、システムの通信時、また

はシステムの保守管理に必要な時間およびその他やむを得ない場合には、電子マネー取引を行うことが

できないことを予め承認します。その場合の自己の逸失利益、機会損失等についてはいかなる場合にも、

決済サービス提供会社等および当社に対し責任を追及しないものとします。 
９．加盟店は、電子マネー取引を行うにあたり、端末その他の付帯設備の用意を、原則的に自己の責任と

負担において行うものとします。 
１０．加盟店は、決済端末について、紛失・盗難等の事実が判明した場合には、速やかに当社へ連絡する



ものとします。 
 
第８条(電子マネー取引の円滑な実施) 
１．加盟店は、信用販売を行う場合には、資金決済に関する法律、特定商取引に関する法律、消費者契約法

等の関連法令を遵守するものとします。 
２．加盟店は、第７条第９項および第１１条第５項に定める場合、または当該電子マネー取引を行ったなら

ば本契約所定の条件に違反することになる場合を除き、正当な理由なく顧客との電子マネー取引を拒否

したり、直接現金払いやクレジットカード、その他現金に代って支払いが可能な金券、他の電子的情報

による支払い手段等の利用を要求したり、それらの利用の場合と異なる代金を請求するなど、電子マネ

ー取引によらない一般の顧客より不利な取扱いを行わせてはならないものとします。 
３．加盟店は、決済サービス提供会社等または当社から依頼があった場合、加盟店と顧客との電子マネー取

引の状況等の調査に誠実に協力するものとします。 
４．加盟店は、加盟店の責めに帰すべき事由に基づき、顧客から電子マネー取引および商品に関し、苦

情、相談を受けた場合および顧客との間において紛議が生じた場合には、加盟店の費用と責任をもっ

て対処し解決するものとします。 

 
第９条（標識類の購入） 
加盟店は、決済サービス提供会社等または当社から加盟店標識（第１０条第１項にて定義されます。）等を購

入する場合は、加盟店が購入する物品に相応する金額と判断できる場合、別途決済サービス提供会社等また

は当社が請求する金額を決済サービス提供会社等または当社が指定する期日までに決済サービス提供会社

等または当社に対し支払うものとします。なお、支払われた加盟店標識等の代金は、当社または加盟店が本

契約を解約または解除した場合にも返還されないものとします。 
 
第１０条（加盟店標識および商標） 
１．加盟店は、決済サービス提供会社等および当社が指定した加盟店標識（以下、「加盟店標識」といいま

す。）を、加盟店の店舗等の顧客が見やすいところに掲示するものとします。但し、決済サービス提供会

社等および当社が、当該加盟店標識の形態若しくは使用方法の変更又は使用の一時的中止若しくは終了

を求めたときは、加盟店は異議なく応じるものとします。 
２．加盟店は、電子マネー取扱規則に基づく電子マネー発行者と顧客との契約関係を承認し、電子マネーに

関するシステムの円滑な運営および電子マネー取引の普及向上に協力します。また、加盟店は決済サー

ビス提供会社等または当社より電子マネーの利用促進施策およびこれに係る掲示物設置等の要請を受

けたときはこれに協力します。 
３．決済サービス提供会社等またはその委託先は、電子マネーの利用促進のために、印刷物、電子媒体など

に加盟店の名称および所在地などを掲載することができるものとし、加盟店はこれをあらかじめ異議な

く承諾します。 
４．加盟店は、電子マネー取引に関する情報、決済端末、加盟店標識などを本契約に定める以外の用途に使

用せず、また、これを本契約に定める場合を除き、第三者に使用させないものとします。 



５．加盟店は、本契約の規定により認められている場合および決済サービス提供会社等の事前の書面による

承諾を得た場合を除き、決済サービス提供会社等の業務に係る氏名、商号、商標、標章その他の商品ま

たは営業に関する一切の表示（以下、「決済サービス提供会社等の表示」といいます。）および決済サー

ビス提供会社等の表示と誤認、混同を生じさせる表示を使用しないことを徹底するものとします。 
６．加盟店において、決済サービス提供会社等の定める商標等に関して、紛議が発生した場合は、決済サー

ビス提供会社等の費用と責任において対処します。ただし、加盟店の責めに帰すべき事由により紛議が

発生した場合には、加盟店は、決済サービス提供会社等および当社が負担した費用等を補償するものと

します。 
７．決済サービス提供会社等が加盟店標識を変更した場合、加盟店は、変更後の加盟店標識を、第１項の定

めに基づき掲示するものとします。 
 
第１１条（商品等の引渡しおよび取扱対象外商品等） 
１．加盟店は電子マネー取引を行った際、直ちに商品を顧客に引き渡し、または提供させるものとします。

ただし、電子マネー取引を行った当日に商品を引き渡しまたは提供することができない場合は、当該電

子マネー取引を行った当日に顧客に書面をもって引き渡し時期などを通知します。 
２．加盟店は、電子マネー取引により顧客に引き渡しをする商品の引き渡し、提供等を複数回または継続的

に行う場合に、その引き渡し、提供方法等に関してあらかじめ書面により決済サービス提供会社等およ

び当社に申し出、承認を得るものとします。 
３．加盟店は、商品を顧客へ複数回にわたり引渡しまたは提供する場合において、電子マネー決済を行っ

た後に、顧客がクーリング・オフをしたときは、直ちに当社経由で決済サービス提供会社等に連絡す

るものとします。 
４．加盟店は、商品を顧客へ複数回にわたり引渡しまたは提供する場合において、加盟店の事由により引

渡しまたは提供が困難となった場合、直ちにその旨を顧客および当社経由で決済サービス提供会社等

へ連絡するものとします。 
５．加盟店は、有価証券および金券等のほか、決済サービス提供会社等および当社が事前に定めた商品につ

いては、電子マネー取引を行わないものとします。 
 
第１２条（無効 IC カード等の取扱い） 
１．加盟店は決済サービス提供会社等または当社から電子マネーを無効とする旨の通知を受けた場合（特定

の電子マネーを無効とする旨のデータ（以下「ネガデータ」といいます。）を決済端末が受信した場合を

含みます）、当該通知によって無効とされた電子マネーの提示者に対する電子マネー取引を行わないも

のとします。また、加盟店は、無効とされた IC カード等について、決済サービス提供会社等または当

社の指示に従った取扱いを行うものとします。 
２．加盟店は、明らかに模造もしくは破損と判断できる IC カード等が提示された場合は電子マネー取引を

行わないものとします。 
 



第１３条（偽造および変造された電子的情報の取扱い等） 
１．加盟店は、決済端末に受取った電子的情報が、偽造または変造されたものであることが判明した場合に

は、決済サービス提供会社等の指定する方法により、当社にその旨をすみやかに連絡します。また、加

盟店は、当該電子的情報について、当社の指示に従った取り扱いを行うものとします。 
２．万一、加盟店に前項に違反した取引を行った場合、加盟店は、決済サービス提供会社等および当社に対

し当該取引に関わる電子マネー取引清算金の支払いを請求することができません。 
３．加盟店が第１項に規定する連絡を含む本契約上の義務を遵守した場合には、決済サービス提供会社等お

よび当社は、加盟店に対し、決済サービス提供会社等が確認することができる額を限度として、偽造ま

たは変造された電子的情報について金銭による補償を行うものとします。ただし、決済サービス提供会

社等が合理的な資料に基づき以下の各号の事実のいずれかを証明した場合には、この限りではありませ

ん。 
（１）加盟店または加盟店の従業員が故意または過失により当該偽造または変造に何らかの関与をした

場合 
（２）加盟店が当該電子的情報を受け取る際に、当該電子的情報が偽造または変造されたものであるこ

とを知っていた場合、または重大な過失により当該電子的情報が偽造もしくは変造されたことを

知らなかった場合 
４．紛失・盗難された IC カード等が使用された場合、または偽造・変造された電子的情報による売上など

が発生した場合に、決済サービス提供会社等または当社が加盟店に対しこれらの状況等に関する調査の

協力を求めたときには、加盟店は誠実に協力するものとします。また、加盟店は、決済サービス提供会

社等もしくは当社から指示があった場合または決済サービス提供会社等もしくは当社が必要と判断した

場合には、加盟店の店舗等の所在地を管轄する警察署へ当該売上に対する被害届を提出するものとしま

す。 
 
第１４条（返品等の取扱い） 
１．加盟店は、電子マネー取引にあたり、返品その他により顧客との電子マネー取引の取消しを行う場合、

顧客に対して当該取引代金を現金で払い戻すものとします。この場合であっても、加盟店は当社に対し

て第１６条に基づく提携手数料を支払うものとします。ただし、決済サービス提供会社等が指定する条

件により電子マネー取引を取消す場合には、電子マネーを当該取引に使用した IC カード等に積み増す

ことにより払い戻しを行わせることができるものとします。 
２．加盟店は、顧客に前項取引代金を現金で払い戻す場合には、加盟店の費用と責任をもって対処解決する

こととし、決済サービス提供会社等および当社に何らの請求、異議を述べないものとします。 
３．加盟店は、電子マネー取扱規則において電子マネーが利用できない場合として列挙されている事項に該

当するおそれがあると合理的に判断される場合、本契約に別段の定めがあるときを除き、前条第１項に

準じて当社に連絡し、決済サービス提供会社等または当社の指示に従うものとします。 
 
 



第１５条（電子マネー取引の売上金額の確定） 
１．電子マネー取引に関する売上金額は、加盟店が決済端末を使用し、当社の定める通信手段・手順等によ

り、決済端末から決済サービス提供会社等の指定する情報処理センターに移転および送信を完了させた

時点で、確定するものとします。 
２．加盟店は、電子マネー取引によって顧客の IC カード等より移転された電子マネーおよびこれに付随す

る情報を、決済サービス提供会社等の定める通信手段・手順等により決済サービス提供会社等の指定す

る情報処理センターに移転および送信し、またネガデータ等を受信するものとします。 
３．加盟店は、第７条第５項所定の時点で、顧客の加盟店に対する代金債務を決済サービス提供会社等が免

責的に引き受け、その後直ちに、当社が当該代金債務を決済サービス提供会社等から免責的に引き受け

ることに同意します。 
４． 顧客の IC カード等が決済端末にかざされた際、マネーの引き去りがされたかどうかが不明な取引（以

下「処理未了取引」といいます）が発生した場合は、決済サービス提供会社等または当社にて調査を行

い、決済サービス提供会社等または当社が処理未了取引に係る電子マネー取引清算金の支払いを相当と

認めた場合は、処理未了取引にかかる売上金額を、電子マネー取引に関する売上金額として取扱います。

ただし、処理未了取引の発生にあたり、加盟店が当社が別途指定する方法で対応しなかった場合は、こ

の限りではありません。 
 
第１６条（提携手数料および電子マネー取引清算金の支払い） 
１．加盟店は、当社に対し、提携手数料として別に定める金額を支払うものとします。 
２．当社は、加盟店に対し、前条により確定した売上金額の合計より前項の提携手数料を差し引いた金額（以

下、「電子マネー取引清算金」といいます。）を当社所定の方法で通知し、別途当社が定めるスケジュー

ルで支払うものとします。 
３．前項の振込みにかかる手数料は、当社の負担とします。 
 
第１７条（売上金額の確認） 
１．加盟店は、前条第２項所定の支払明細または支払通知書（以下あわせて「支払明細」といいます）の記

載内容を確認するものとします。 
２．電子マネー取引清算金の着金日から１５日以内に加盟店が異議を述べない場合には、当社は、加盟店が

支払明細の記載内容を異議なく承認したものとみなすことができるものとします。 
 
第１８条（電子マネー取引清算金の支払いの取消しおよび留保） 
１．電子マネー取引または当該電子マネー取引により決済端末から決済サービス提供会社等へ移転された電

子マネーが以下のいずれかの事由に該当する場合、決済サービス提供会社等および当社は、加盟店に対

し、当該電子マネー取引に関する電子マネー取引清算金の支払いの義務を負わないものとします。ただ

し、第２号に該当する場合で、決済サービス提供会社等および当社が当該電子マネー取引に関する電子

マネー取引清算金の支払いを承認した場合はこの限りではないものとします。 



（１）決済端末または当社のシステムから決済サービス提供会社等へ移転された電子マネーが正当なも

のでないとき（当該電子マネーが偽造または変造されたものであった場合を含むが、これらに限

りません。） 
（２）第１１条第５項に違反して電子マネー取引が行われたとき 
（３）第１２条に違反して電子マネー取引が行われたとき 
（４）第１５条に基づく移転、送信および受信が行われなかったとき  
（５）IC カード等または電子マネーその他の明らかな不正使用に対して電子マネー取引が行われた場

合 
（６）その他加盟店が本契約に違反したとき 

２．当社が、加盟店に対し前項に該当する電子マネー取引に係る電子マネー取引清算金を支払った後に、前

項各号の事由に該当することが判明した場合には、加盟店は直ちに当社の指定する方法により当社に対

し当該電子マネー取引清算金を返還するものとします。なお、加盟店が当該電子マネー取引清算金を返

還しない場合には、当社は次回以降支払いとなる加盟店に対する電子マネー取引清算金から当該電子マ

ネー取引清算金を差し引くことができるものとします。 
３．決済サービス提供会社等または当社が、電子マネー取引または当該電子マネー取引に関し決済端末から

決済サービス提供会社等へ移転された電子マネーについて第１項各号の事由のいずれかに該当する疑

いがあると判断した場合には、当社は調査が完了するまで当該電子マネー取引に係る電子マネー取引清

算金の支払いを留保することができるものとし、この場合、当社は当該留保期間中の遅延損害金の支払

いを免れるものとします。 
４．前項の調査開始より１５日を経過しても、第１項記載の各事由のいずれかに該当する疑いが解消しない

場合には、当社は当該電子マネー取引清算金の支払い義務を負わないものとします。なおこの場合にお

いても、決済サービス提供会社等および当社は調査を続けることができるものとします。 
５．前項後段の規定により引き続き調査を行ったときで、当該調査が完了し、決済サービス提供会社等およ

び当社が当該電子マネー取引に係る電子マネー取引清算金の支払いを相当と認めた場合には、当社は当

該電子マネー取引清算金を支払うものとします。 
 
第１９条（加盟店への調査等） 
１．決済サービス提供会社等および当社は、本契約に定める事項について、加盟店に対して調査の協力を求

めることができ、加盟店はその求めに速やかに応じるものとします。 
２．決済サービス提供会社等および当社は、加盟店が行う電子マネー取引が不適当であると判断したときは、

加盟店に対し商品、広告表現および電子マネー取引の方法等の変更もしくは改善または販売等の中止を

求めることができるものとします。 
３．当社は、加盟店が前項の措置を講じない場合は、本契約を解除するものとします。 
 
第２０条（当社の免責） 
１．加盟店と顧客との債権債務（商品に関するものを含みますがこれらに限りません）その他の一切の事項、



およびそれらに基づく加盟店と顧客との間の紛争については、加盟店がその責任と負担において処理し、

当社は一切の責任を負わないものとします。 
２．加盟店の通信環境等の不良等により加盟店または顧客その他の第三者に損害が生じた場合には、加盟店

と顧客その他の第三者の間で解決するものとし、当社は一切の責任を負わないものとします。 
３．加盟店の責に帰すべき事由により顧客その他の第三者に損害が生じた場合には、加盟店がその責任と負

担において処理するものとし、当社は一切の責任を負わないものとします。 
４．万一、当社の責に帰すべき事由により加盟店または顧客に損害が生じたときは、当社は当該損害が生じ

た加盟店と顧客との取引に係る代金を上限額として、その損害を賠償するものとします。 
５．当社は、決済サービス提供会社等との電子マネー決済に係る契約の維持および本決済サービス提供の維

持に努めるものとしますが、その変更や終了については責任を負わないものとします。 
６．決済サービス提供会社等の責に帰すべき事由（これらの法的破綻および事実上の破綻を含みますが、こ

れらに限りません）により、加盟店または顧客に生じた損害について、当社は一切の責任を負わないも

のとします。 
７．当社は、次の場合には本決済サービスを停止または中止することがありますが、それにより加盟店また

は顧客が損害を被った場合でも当社は一切の責任を負わないものとします。 
  （１）システムの保守を定期的にまたは緊急に行う必要がある場合 
  （２）天災、火災、停電、回線等の混雑、故障その他の事由により本決済サービスの運営維持が不可能

になった場合 
  （３）本決済サービスに関して紛争が発生し、本決済サービスの運営が困難となった場合 
  （４）その他当社が必要と判断した場合 
 
第２１条（営業秘密等の守秘義務等） 
１．加盟店は、本契約の履行上知り得た当社または決済サービス提供会社等の技術上または営業上その他の

秘密、決済端末および付帯設備の規格等事業に関する情報、手数料料率その他の秘密（以下総称して「営

業秘密等」といいます）を、当社または決済サービス提供会社等の書面による事前の同意を得ることな

く、第三者に提供、開示または漏洩しないものとし、本契約の履行目的以外に利用しないものとします。 
２．前項の営業秘密等には、決済サービス提供会社等または当社より加盟店宛に提供する事務連絡の情報等

が含まれるものとします。 
３．加盟店は、営業秘密等を滅失、毀損または漏洩等することがないよう必要な措置を講ずるものとし、自

ら支配が可能な範囲において当該情報の滅失、毀損または漏洩等に関し責任を負うものとします。 
４．加盟店は、営業秘密等をその責任において万全に保管するものとし、本契約が終了した場合には、当社

の指示により返却または破棄するものとします。 
５．本条の定めは本契約終了後も有効とします 
 
第２２条（顧客情報の守秘義務） 
１．当社および加盟店は、本契約における業務の履行に関し知り得た IC カード等に関する情報その他顧客



に関する一切の情報（以下「顧客情報」といいます）を秘密として保持し、顧客の事前の承諾を得るこ

となく第三者に提供、開示もしくは漏洩せず、本契約の履行目的以外に利用しないものとします。 
２．前項の顧客情報には次に定める情報が含まれますが、これに限られるものではありません。 

（１）加盟店、当社および決済サービス提供会社等間でやり取りする顧客に関する情報 
（２）当社または決済サービス提供会社等を経由せず、加盟店が受け取った顧客に関する情報（加盟店

売上情報等） 
（３）IC カード等により加盟店の電子機器等に登録される顧客に関する情報 

３．加盟店は、顧客情報を滅失、毀損または漏洩等することがないような必要な措置を講じるものとし、当

社および決済サービス提供会社等のみの支配が可能な範囲を除き、顧客情報の滅失、毀損または漏洩等

に関して責任を負うものとします。 
４．加盟店は顧客情報をその責任において万全に保管し、本契約が終了した場合には当社の指示により返却

または破棄するものとします。 
５．本条の定めは本契約終了後も有効とします。 
 
第２３条（情報漏えいリスク） 
１．加盟店は、顧客との間で本契約に基づいて行う電子マネー取引に関わる通信をするときは、決済サービ

ス提供会社等または当社があらかじめ定めた方法により、電子マネー取引に関わる一切の情報およびシ

ステムを第三者に閲覧・改竄・破壊されないための安全化措置を講じるものとします。 
２．前項の安全化措置については、決済サービス提供会社等または当社があらかじめ定めた方法による場合

であっても、決済サービス提供会社等または当社が情報の保全を目的とした改善をなすことを申し出た

場合には、加盟店は、その趣旨に基づき前項の安全化措置について所要の改善を講じるものとします。

但し、決済サービス提供会社等または当社は、いかなる場合であっても、前項の安全化措置または本項

の改善の結果について、安全性を保証するものではないものとします。 
 
第２４条（加盟店ならびに当社の第三者委託） 
１．当社および決済サービス提供会社等は、本契約に基づいて行う業務の全部または一部を自己の責任にお

いて第三者に委託できるものとします。 
２．加盟店は、本契約に係わる業務処理を第三者へ委託する場合は、事前に当社および決済サービス提供会

社等の承認を得るものとします。その場合、加盟店は十分な顧客情報の保護水準を満たしている委託先

を選定し、本規約において加盟店が負うのと同様の秘密保持義務を課す内容を含む契約を委託先と締結

するものとします。また、この場合でも加盟店は本規約に定める義務を免れるものではありません。な

お、加盟店は、承認を求めた委託先について当社から不承認その他異議の申立があった場合には、委託

の終了、委託先の変更等の対応をするものとします。 
３．本条の定めは本契約終了後も有効とします。 
 
 



第２５条（第三者からの申立） 
１．顧客情報の滅失、毀損または漏洩等に関し、顧客を含む第三者から、訴訟または訴訟外において、当社

または決済サービス提供会社等に対する損害賠償請求等の申立がされた場合、加盟店は当該申立の調査

解決等につき当社または決済サービス提供会社等に全面的に協力するものとします。 
２．前項の第三者からの当社または決済サービス提供会社等に対する申立が、第２２条第３項に定める加盟

店の責任範囲に属するときは、加盟店は、当社または決済サービス提供会社等が当該申立を解決するの

に要した全ての費用を負担するものとします。 
３．本条の定めは、本契約終了後も有効とするものとし、営業秘密等の滅失、毀損または漏洩等に関し、第

三者から当社または決済サービス提供会社等に対する損害賠償等の申立がされた場合に準用されるも

のとします。 
 
第２６条（反社会的勢力の排除） 
１．加盟店は、加盟店（加盟店の親会社および子会社その他の関連会社を含みます）またはその役員もしく

は従業員が、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構

成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標榜ゴロまたは特殊知能集団等、その他これらの準ずる者

（以下総称して「暴力団員等」といいます）に該当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しな

いことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約するものとします。 
（１）暴力団員等が経営を支配しているとみとめられる関係を有すること。 
（２）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 
（３）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってす

るなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること。 
（４）暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる

関係を有すること。 
（５）役員または経営者に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有す

ること。 
２．加盟店は、加盟店（加盟店の親会社および子会社その他の関連会社を含みます）またはその役員もしく

は従業員が自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約する

ものとします。 
（１）暴力的な要求行為 
（２）威力または詐欺的な要求行為 
（３）法的な責任を超えた不当な要求行為 
（４）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 
（５）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当社もしくは決済サービス提供会社等の信用を毀

損し、または、当社もしくは決済サービス提供会社等の業務を妨害する行為 
（６）その他前各号に準ずる行為 

３．加盟店（加盟店の親会社および子会社その他の関連会社を含みます）またはその役員もしくは従業員が



暴力団員等もしくは第１項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号のいずれかに該当する行為をし、

または第１項の規定に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、当社は何

らの催告を要せずに即時に本契約を解除することができるものとします。この場合には、当社は何らの

通知を要することなく、本契約に基づく債務の履行を留保することができるものとします。 
４．前項の規定の適用により、加盟店に損害が生じた場合でも、当社は一切の責任を負わないものとします。

また、当社に損害が生じたときは、加盟店がその責任を負うものとします。 
 
第２７条（譲渡等の禁止） 
１．加盟店は、本契約に基づく当社に対する債権および債務を第三者に譲渡、担保提供し、または引受けさ

せることができないものとします。 
２．加盟店は、本契約上の地位を第三者に譲渡できないものとします。ただし、当社の指示する事項につい

て当社に届け出て当社の事前の承認を得た場合にはこの限りではないものとし、この場合には、第４条

および第６条の定めを準用するものとします。 
３．加盟店の株式の譲渡その他の事由によりその実質的支配者が変更された場合には、当社の指示する事項

について速やかに当社に届け出るものとします。 
 
第２８条（中途解約） 
加盟店または当社は、相手方に対して２ヶ月前までに書面により解約日を通知することにより、いつでも本

契約を中途解約することができるものとします。この場合、相手方は事由の如何を問わず、損害賠償を請求

できないものとします。かかる中途解約通知に中途解約日が定められていない場合には、当該書面到達の日

（第６条第２項の場合を含みます）から２ヶ月を経過した日を中途解約日とします。ただし、中途解約日以

降に決済サービス提供会社等より代理受領した電子マネー取引清算金があった場合には、当社は、当該電子

マネー取引清算金引渡事務完了まで残存事務を遂行するものとします。 
 
第２９条（契約の解除） 
１．加盟店が次の事項に該当する場合には、当社は加盟店に催告することなく直ちに本契約を解除できるも

のとし、これにより当社に生じた損害を加盟店が賠償するものとします。なお、本条に基づく解除がな

された場合、前条ただし書きが準用されるものとしますが、決済サービス提供会社等が第１８条に基づ

き電子マネー取引清算金の支払いの取消しおよび留保をしていたときは準用しません。 
（１）本契約に違反し、かつ、相手方が書面によってかかる違反行為の是正を求めたにもかかわらず、

違反当事者が相当期間経過後も当該違反行為を解消しなかったとき 
（２）営業停止または業務に必要な免許の取消等の処分を受けたとき 
（３）手形交換所の不渡処分を受けたとき、または支払い停止状態に至ったとき 
（４）差押、仮差押、仮処分、強制執行等を受けたとき 
（５）破産手続、民事再生手続もしくは会社更生手続の申し立てをしまたは申し立てを受けたとき 
（６）解散または合併を決議したとき 



（７）財政状態が著しく悪化し、または悪化する恐れがあるとき 
（８）加盟店申込書または本規約に定める届出（第６条を含む）の記載事項に虚偽の事実が判明した場

合 
（９）決済サービス提供会社等との取引にかかわる場合を含めて電子マネー決済制度を悪用しているこ

とが判明した場合 
（１０）決済端末を電子マネー決済以外の目的での使用や第三者に使用させた場合 

  （１１）加盟店の営業または業態が公序良俗に反すると当社が判断した場合 
  （１２）加盟店の電子マネー決済において、無効 IC カード等による取引の件数が多発した場合、また

は無効 IC カード等による取引の金額が通常の場合と比較して多額であると当社が認めた場合 
（１３）顧客からの苦情等により、当社が加盟店として不適当と認めた場合 
（１４）加盟店もしくは従業員による顧客情報の濫用または加盟店設置の決済端末等からのデータの流

出が判明した場合 
（１５）資金決済に関する法律、特定商取引に関する法律、消費者契約法等の関連法令に違反している

ことが判明した場合 
（１６）その他本契約に違反し、または当社が加盟店として不適当と認めた場合 

２．本条による本契約の解除は、当社の加盟店に対する損害賠償請求を妨げないものとします。 
３．加盟店が第１項のいずれかの事項に該当した場合、本契約の解除の有無にかかわらず、当社は何らの通

知を要することなく、本契約に基づく債務の全部または一部（当該事項の発生前に生じていた債務か、

発生後に生じた債務かを問わない）の支払いを留保することができるものとします。この場合、当社は、

当該事項の発生前から当社の履行遅滞により発生していた遅延損害金（もしあれば）を除き、債務の留

保に伴う遅延損害金を負担しないものとします。 
４．加盟店が第１項のいずれかの事項に該当した場合、本契約に基づき当社が加盟店に対して負担する一切

の債務と加盟店が当社に対して負担する一切の債務（いずれの債務も本契約に基づく債務か否かを問い

ません）は、当社の判断により対当額で相殺することができるものとします。 
 
第３０条（契約期間） 
１．本契約に基づく契約期間は、本契約成立の日から１年間とします。ただし、期間満了の２ヶ月以上前に、

当社および加盟店のいずれも本契約を更新しない旨の書面による意思表示をしないときは、本契約は同

一条件をもって１年間更新され、以後も同様とします。なお、本契約が終了した場合、第２８条ただし

書きが準用されるものとします。 
２．前項の定めにかかわらず、加盟店が本決済サービスを１年間のうち一度も利用しなかったときには、本

契約は当該未利用期間（１年間）の経過をもって当然に終了するものとします。 
３．第１項の定めにかかわらず、加盟店が「Times PAY 加盟店規約（クレジットカード決済）」の加盟店で

なくなった場合、本契約はその時点で終了するものとします。 
４．当社と決済サービス提供会社等との電子マネー決済に係る契約が理由の如何を問わず終了した場合は、

本契約も同時に終了するものとします。 



 
第３１条（契約終了時の加盟店の義務） 
１．本契約が終了した場合でも、契約終了日までに行われた電子マネー取引は有効に存続するものとし、当

社および加盟店は、当該電子マネー取引を本契約に従い取扱うものとします。ただし、当社および加盟

店が別途合意をした場合はこの限りではありません。 
２．加盟店は、本契約が終了した場合には、直ちに加盟店の負担においてすべての加盟店標識をとりはずす

とともに、当社または決済サービス提供会社等から貸与されていた決済端末、書類、物品等の一切を速

やかに当社または決済サービス提供会社等に返却し、以後、顧客との取引にあたり、本契約に基づく電

子マネー決済を行わないものとします。また、加盟店の本契約に基づく当社に対する未履行の債務があ

る場合には、加盟店は直ちに当該債務を履行するものとします。 
 
第３２条（損害賠償） 
１．加盟店は、本規約に違反し当社または決済サービス提供会社等に損害を与えた場合には、当該損害を

賠償するものとします。また、本契約に関する業務に係わる加盟店の行為により当社または決済サー

ビス提供会社等に訴えその他の請求がなされた場合には、これを加盟店の費用と責任において解決す

るものとし、当社または決済サービス提供会社等に損害が生じた場合には、これを賠償するものとし

ます。 
２．加盟店が当社に対する金員の支払を遅滞したときは、支払うべき金員に対して年１４.６％（年３６５

日日割り計算）の遅滞損害金を付加して支払うものとします。 
 
第３３条（規約等の変更） 
当社は、加盟店の事前の承認なしに、本規約および細則について、その変更内容を当社ホームページに掲載す

る方法または当該変更内容に照らし適切な方法で、加盟店に告知することにより変更することがあります。こ

の場合の変更の効力は、当社ホームページに掲載した効力発効日または適切な告知方法において明示した効力

発効日より生ずるものとします。 
 
第３４条（決済サービス提供会社等への情報提供） 
１．加盟店は、決済サービス提供会社等または当社が公的機関などから法令等に基づく開示要求を受けたと

き、その他決済サービス提供会社等または当社が相当と認め承認したときには、届出情報その他電子マ

ネー取引に関する情報を開示する場合があることを、あらかじめ承諾するものとします。 
２．加盟店は、届出情報に含まれる情報その他の加盟店情報等を、決済サービス提供会社等または当社が IC

カード等の普及促進活動に利用することに同意するものとします。 
３．加盟店は、本契約に関して、「個人情報の保護に関する法律」にて個人情報と規定される情報については、

法令および関係省庁が定めるガイドラインの規定に則った取扱いを行うものとします。 
４．加盟店は、決済サービス提供会社等および当社が行う加盟店申込審査、加盟後の管理等取引上の判断、

及び、電子マネーの利用促進にかかわる業務に利用するために、申込者情報、及び店舗情報等を利用す



ることに同意するものとします。 
５．加盟店は、決済サービス提供会社等および当社が、本契約が不成立となった場合であってもその不成立

の理由の如何を問わず、加盟申込をした事実、内容について、業務上必要な範囲で利用することに同意

するものとします。 
６．加盟店は、決済サービス提供会社等および当社が、本契約終了後も業務上必要な範囲で、法令等及び乙

が定める所定の期間、加盟店情報を保有し、利用することに同意するものとします。 
 
第３５条（状況報告） 
加盟店は、当社から求められたときは、最新の決算状況および特定時期の財務状況について、書面その他

当社が適当と認める方法により、当社に対し報告を行うものとします。また、当社は、決済サービス提供

会社等に対し、これらを報告することができるものとします。 
 
第３６条（個人情報安全管理措置） 
１．加盟店は、個人情報の管理責任者（以下「個人情報管理責任者」といいます）を設置するものとし、個

人情報管理責任者は、加盟店および委託先における顧客情報の目的外利用・漏洩等が発生しないよう、

情報管理制度、システムの整備・改善・社内規定の整備、従業員の教育、委託先の監督等適切な措置を

講じるものとします。 
２．加盟店は、顧客情報を本契約の履行目的以外の目的に利用しないものとし、また、自己の責任において

厳重に保護管理するものとします。 
３．加盟店は、顧客情報を、顧客の同意を得た目的以外の目的に使用し、または顧客の同意なく第三者に提

供・開示・漏洩したときには、直ちに当社に報告し、当社の指示に従うものとします。 
４．当社または決済サービス提供会社等は、加盟店による顧客情報の漏洩等が安全管理措置の不備（加盟店

が設置するコンピュータその他サーバの脆弱性を含みますが、これに限りません）に起因するものと認

めた場合には、加盟店に対し、必要かつ合理的な指導を行うことができ、加盟店は、当該指導に基づき

必要な措置を講じるものとします。この指導は以下のものを含みますが、これに限らないものとします。 
  （１）加盟店が個人情報を保有するコンピュータその他のサーバに第三者から侵入されないための強固

なシステムの整備・改善 
  （２）加盟店が与信照会後は保管・管理を禁止されている暗証番号、セキュリティーコード（CVV2・

CVC2 ）、その他当社または決済サービス提供会社等が指定する情報の廃棄の徹底 
 
第３７条（iD 決済システムを利用した信用販売取引） 
非接触 IC チップを用いた決済サービス（以下「iD 決済システム」という）の利用に必要な会員情報が登録

された非接触 IC チップを装備し、iD 決済システムに対応する機能を備えた携帯電話、カードおよびその他

の媒体（以下「iD 携帯等」という）を利用した信用販売取引を行う場合は、「カード」を「iD 携帯等」と読

み替えたうえで、「Times PAY 加盟店規約（クレジットカード決済）」を適用するものとします。 
 



第３８条（本規約に定めのない事項） 
本規約に定のない事項等については、加盟店と当社で誠意をもって協議のうえ解決するものとします。 
 
第３９条（準拠法） 
本規約に関する準拠法はすべて日本法が適用されるものとします。 
 
第４０条（合意管轄裁判所） 
加盟店と当社との間でやむを得ず訴訟を必要とする場合は、訴額に応じて東京簡易裁判所または東京地方裁

判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 
 
2018年12月 1日  制定 
2020年 4月 1日  改定 
2020年 5月28日  改定 
2020年 8月 1日  改定 
2021年12月 1日 改定 
2022年 7月19日 改定 


